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１ 総則                        

１－１ 避難確保計画の必要性 

 平成２９年６月に水防法及び土砂災害防止法が一部改正されたことにより、浸水想定区域及び土砂

災害警戒区域内に所在する要配慮者利用施設については、「避難確保計画の作成」及び「市町村長への

報告」、「同計画に基づく避難訓練の実施」が義務付けられました。 

 令和２年７月豪雨は九州を中心に全国で大きな被害をもたらし、熊本県の特別養護老人ホームでは

施設が浸水し、逃げ遅れた入居者がお亡くなりになるという事故が発生しました。 

 大規模な浸水被害が発生した場合に、施設の利用者を円滑かつ迅速に避難させる体制を整えておく

ことが必須です。そのために、避難確保計画において必要な防災体制、情報収集、避難誘導、防災訓

練等を計画で定める必要があります。 

 

１－２ 要配慮者利用施設の範囲 

【要配慮者利用施設の範囲】 

社会福祉施設 

老人福祉施設、有料老人ホーム、認知症対応型老人共同生活援助事業の用に供す

る施設、身体障害者社会参加支援施設、障害者支援施設、地域活動支援センター、

福祉ホーム、障害福祉サービス事業の用に供する施設、障害福祉サービス事業の

用に供する施設、保護施設、児童福祉施設、障害児通所支援事業の用に供する施

設、児童自立生活援助事業の用に供する施設、放課後児童健全育成事業の用に供

する施設、子育て短期支援事業の用に供する施設、一時預かり事業の用に供する

施設、児童相談所、母子健康包括支援センター 

学校 
幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学

校、高等専門学校、高等課程を置く専修学校 

医療施設 病院、診療所、助産所 （有床に限る） 
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１－３ 避難確保計画の作成検討フロー 

 以下のフローを参考に避難確保計画の作成が必要かどうか、ご確認ください。 

 

※いずれかの方法により作成した避難確保計画は五條市へ提出する義務があります。 

※消防計画を修正する場合は、別途、所轄の消防署へ修正した消防計画の提出が必要です。 

※学校の危機管理マニュアルにおいて避難確保計画に記載すべき事項を定めることで、避難確保計画の作

成とみなすことができます。（令和 3 年 6 日 8 日付け 3 施参事第 10 号「浸水想定区域・土砂災害警戒

区域に立地する学校に関する調査の結果及び水害・土砂災害対策の実施について（通知）」参照） 
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（１）非常災害対策計画に必要項目を追加する場合 

 「計画で定めるべき項目」の下線部分は避難確保計画にのみ掲載が求められるものであるため、以

下の表を参考に非常災害対策計画に下線項目を追加することで、避難確保計画を作成したとみなすこ

とができます。五條市ホームページに掲載の「非常災害対策計画に追加する場合」をご参照ください。 

 非常災害対策計画 避難確保計画 

計
画
で
定
め
る
べ
き
項
目 

・施設等の立地条件 

・災害に関する情報の入手方法 

・災害時の連絡先及び通信手段の確認 

・避難を開始する時期、判断基準 

・避難場所 

・避難経路 

・避難方法 

・災害時の人員体制、指揮系統 

・関係機関との連携体制 

・計画の目的 

・計画の適用範囲 

・防災体制 

・情報収集及び伝達 

・避難の誘導 

・避難確保を図るための施設の整備 

・防災教育及び訓練の実施 

・自衛水防組織の業務（自衛水防組織を設置する

場合に限る。） 

 

（２）消防計画に必要項目を追加する場合 

 以下の項目を追加することで、避難確保計画を作成したとみなすことができます。五條市ホームペ

ージに掲載の「消防計画に追加する場合」をご参照ください。 

洪水 土砂災害 

計画の目的 計画の目的 

防災体制 防災体制 

避難誘導 避難誘導 

避難の確保を図るための施設の整備（資機材等） 避難の確保を図るための施設の整備（資機材等） 

防災教育及び訓練の実施 防災教育及び訓練の実施 

自衛水防組織の業務に関する事項 

（※自衛水防組織を設置する場合に限る。） 

 

 

（３）新規で避難確保計画を作成する場合 

 五條市ホームページに掲載の「新規作成用ひな形」等を参考に避難確保計画を作成してください。 
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１－４ 避難確保計画を作成するために参考となる資料 

 

１ 災害に関すること 

○五條市防災情報（関連リンク） 

https://www.city.gojo.lg.jp/soshiki/kiki/3/4/10236.html 

 

○五條市洪水・土砂災害ハザードマップ 

https://www.city.gojo.lg.jp/soshiki/kiki/3/4/3/11425.html 

 

○奈良県防災ポータル 

http://www.bosai.pref.nara.jp/pc/topdis-nara.html 

 

○国土交通省ホームページ：洪水浸水想定区域図・洪水ハザードマップ 

https://www.mlit.go.jp/river/bousai/main/saigai/tisiki/syozaiti/ 

 

○国土交通省ホームページ：川の防災情報 

https://www.river.go.jp/index 

 

 

２ 避難確保計画に関すること 

○国土交通省ホームページ：要配慮者利用施設の浸水対策 

https://www.mlit.go.jp/river/bousai/main/saigai/jouhou/jieisuibou/bousai-

gensaisuibou02.html 

 

○国土交通省ホームページ：要配慮者利用施設における避難確保計画の作成について 

（YouTube MLIT channel） 

https://www.mlit.go.jp/river/bousai/main/saigai/jouhou/jieisuibou/youtube/index.html 

  



5 

 

２ 洪水編                             

２－１ 洪水の危険性 

紀の川や丹生川上流で大雨が降り続くと、川の水位が上がり堤防を越えたり、堤防が決壊したりし

て、浸水する場合があります。 

また、五條市内で急激な大雨が降ると中小河川でもあふれてしまうことがあります。 

市内で急激な大雨が降った場合に避難までの時間的な余裕がなく、危険な状況になることが予想さ

れます。五條市洪水・土砂災害ハザードマップでは、堤防の決壊の可能性がある地点ごとに浸水区域・

浸水深の最大を表した洪水浸水想定区域を確認することができます。 

 

参考：五條市洪水・土砂災害ハザードマップに掲載している洪水想定 

 
計画規模降雨 

（発生頻度が 100 年に 1 回の大雨） 

想定最大規模降雨 

（想定し得る最大規模の大雨） 

紀の川 2 日間の総雨量 484mm 2 日間の総雨量 678mm 

丹生川 
2 日間の総雨量 484mm、 

ピーク時の 1 時間に 77mm 
2 日間の総雨量 678mm 

 

２－２ 避難確保計画の作成主体及び内容 

要配慮者利用施設の所有者又は管理者が避難確保計画を作成します。水防法施行規則第１６条に基

づき、避難確保計画で定めるべき事項は、次のとおりです。 

①洪水時等の防災体制に関する事項 

②洪水時等の避難の誘導に関する事項 

③洪水時等の避難の確保を図るための施設の整備に関する事項 

④洪水時等を想定した防災教育及び訓練の実施に関する事項 

⑤自衛水防組織の業務に関する事項（自衛水防組織を設置した場合に限る。） 

⑥その他、洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な措置に関する事項 
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２－３ 洪水時の体制 

施設利用者に安全に避難してもらうために、台風や集中豪雨による洪水で要配慮者利用施設が浸水

する危険がある場合の防災体制を確立するとともに、平時から体制ごとの職員等の役割分担を設定し

ておく必要があります。防災体制は、活動内容、施設の従業員数、通常業務への影響等を踏まえ、次

の内容を参考に、施設の実情に応じて設定しましょう。 

 

２－３－１ 注意体制 

注意体制の設置の目安となる基準は以下のとおりです。 

・洪水注意報が発表されたとき 

浸水が発生する危険性が高まった際に、素早い対応等ができるように、常に連絡が取れる状態 

に保っておく体制です。情報収集や浸水対策を行うなど、実際に活動する場合に素早い体制を確 

立できるよう準備します。 

 

２－３－２ 警戒体制 

警戒体制の設置の目安となる基準は以下のとおりです。 

・洪水注意報が発表中 

・河川の氾濫注意情報が発表されたとき 

・高齢者等避難（警戒レベル３）が発令されたとき 

迅速かつ的確な情報収集に努め、利用者の避難行動を開始する体制です。特に、市が発令する 

高齢者等避難（警戒レベル３）の情報には十分に注意する必要があります。 

 

２－３－３ 非常体制 

この体制の設置の目安となる基準は以下のとおりです 

・洪水警報が発表されたとき 

・避難指示（警戒レベル４）が発令されたとき 

・河川の氾濫警戒情報が発表されたとき 

・河川の氾濫危険情報が発表されたとき 

施設全体の避難行動を完了させる体制です。すでに浸水が始まっている、または夜間や大雨などで

足元が良く見えないなど、屋外への避難が困難になっている場合は無理に避難場所へ移動せずに施設

内の上階に避難します。 
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【参考】指定河川洪水予報の発表基準について 

【出典：気象庁 HP「指定河川洪水予報の解説」】 

 

２－３－４ 各体制時の業務内容の例 

災害の状況に合わせて「いつ」、「何を」、「誰が」行うかを明確にしておくことが大切です。 

 体制確立の判断時期 活動内容 対応要員 

注意体制 以下のいずれかに該当する場合 

・「洪水注意報」発表 

気象情報等の情報収集 情報収集伝達要員 

洪水予報等の情報収集 情報収集伝達要員 

警戒体制 以下のいずれかに該当する場合 

・施設の町名に「高齢者等避難」の発令 

・「洪水注意報」発表中 

・「氾濫注意情報」発表 

 □紀の川（地点） □栄山寺 □五條 

洪水予報等の情報収集 情報収集伝達要員 

使用する資機材の準備 避難誘導要員 

家族等への事前連絡 情報収集伝達要員 

周辺住民への事前協力依頼 情報収集伝達要員 

要配慮者の避難誘導 避難誘導要員 
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 □丹生川（城戸地点） 

非常体制 以下のいずれかに該当する場合 

・施設の町名に「避難指示」の発令 

・「洪水警報」発表 

・「氾濫警戒情報」発表 

・「氾濫危険情報」発表 

 □紀の川（地点） □栄山寺 □五條 

 □丹生川（城戸地点） 

施設内全体の避難誘導 

（屋外へ避難することが困

難な場合は、施設内での避難

とする。） 

避難誘導要員 

※上記のほか、施設の管理権限者（又は自衛水防組織の統括管理者）の指揮命令に従うものとする。 

 

２－３－５ 事前休業の判断について 

大型台風の襲来が予想され、公共交通機関の計画運休が予定されている場合や、暴風警報（特別警

報）・大雨警報（特別警報）・洪水警報等の気象警報等が発表された場合、事前休業とすることが考え

られます。施設の営業時間や利用者の特性等を踏まえて目安を設定しておきましょう。 

例①）大型台風の襲来が予想される場合で、公共交通機関の計画運休が予定されている場合、事前休

業とする。 

例②）午前８時の時点で、五條市（北部）（南部）に以下のいずれかが発表されている場合は、通所部

門を臨時休業とする。 

「暴風警報又は特別警報」、「大雨警報又は特別警報」、「洪水警報」 

 

２－４ 情報収集・伝達について 

気象情報や洪水情報・河川水位の情報、避難情報などをテレビやインターネットなどを用いて最新

の情報を収集するように努めます。どういう情報がどこのホームページにアクセスすれば取得できる

のかについて、計画に記載しておくとともに、日頃からアクセスすることを習慣づけておくことが必

要です。また、停電が発生した場合でも情報を取得できる手段（ラジオ、タブレット、携帯電話等）

を確保し、収集した情報を職員間で共有できる仕組みを作っておきましょう。 

夜間や休日を含めた緊急時における情報共有がスムーズに行えるように、連絡網および連絡体制を

あらかじめ定めておくことも重要です。 

また、施設利用者家族への連絡について、連絡する内容や、連絡が取れない場合の対応等について

事前に調整しておくことで避難や家族への引き渡しの際のトラブルを防ぐことにつながります。 
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２－５ 避難誘導について 

避難とは「難」を「避」けること、つまり安全を確保すること

です。倒壊の恐れがない場合で、屋外に出ることがかえって危険

な場合は、施設上階へ移動することも避難行動の一つです。 

洪水ハザードマップで浸水想定区域と浸水深を確認すると、浸

水深ごとの色分けをもとに、施設がどの程度浸水する可能性があ

るのかということをイメージすることができます。 

                                

                               浸水深のイメージ 

 

２－５－１ 避難場所の設定 

施設の状況や浸水想定をもとに避難場所を検討しましょう。浸水想定区域外に位置する系列施設や

同種類似施設、市が指定した指定緊急避難場所および指定避難所、協力の得られる近隣の安全な施設

等への立退き避難（水平避難）、施設の上階等への屋内安全確保（垂直避難）が考えられます。 

避難場所の候補は、状況に応じて避難場所を選択できるように、複数の避難場所を検討しておく必

要があります。なお、以下の点についても避難場所の検討の目安です。 

・避難者全員が収容できる十分な広さがある 

・避難経路上に、土砂災害警戒区域等の危険個所がない 

【避難場所設定の例】 

立退き避難（水平避難）の場合 

 避難場所名称 移動距離 移動手段 

避難場所１ ○○○○（系列施設） １．５ ｋｍ 
・徒歩 

・車両２台 

避難場所２ △△小学校 ５００ ｍ ・徒歩 

屋内安全確保（垂直避難）の場合 

 建物名称 避難階 移動手段 

屋内安全確保 本施設（会議室） ３ 階 
・エレベーター 

・ストレッチャー 

 

２－５－２ 避難経路図の作成 

施設外に避難する際に危険な場所（がけの下や浸水のおそれのある場所等）を通らないように、避難

場所まで安全に移動できる避難経路を事前に決めておくことが重要です。 
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<手順１>避難経路図のベースとなる図面を作成 

→施設や避難場所、河川、周辺道路が把握できる範囲を印刷した地図等を使用します 

<手順２>施設と避難場所に印をつけます 

→避難場所が安全な場所かどうか、ハザードマップ等で再確認します 

<手順３>施設から避難場所までの経路を書き込みます 

→避難する人数などを考慮し、可能な限り標高が高い道路を選びます。洪水被害は想定通りにな

らない場合があるため、さまざまな状況に対応できるように複数の経路を記入します。 

<手順４>避難経路図をもとに避難場所や避難経路の安全性を確認します 

→避難経路に危険個所がないかどうか、実際のルートを確認して注意が必要な場所があれば地図

に書き込んでおきます。 

※大雨時には土砂災害の危険性もあるため、施設や避難場所、避難場所までの避難経路において、 

土砂災害の危険性がないかどうか、あわせて確認しましょう。 

 

２－６ 避難の確保を図るための施設の整備について 

情報収集・伝達や避難誘導のために使用する資機材等や、施設内の一時避難に備えて、水や食料等

の備蓄、衛生用品や医薬品等を備えておくことが有効です。これらの資機材は常に使用できる状態に

保つために定期的な点検や整備を行い、適切に保管します。 

また保管場所について周知し、誰もが使えるようにしましょう。 

【避難確保資機材の例】 

活動の区分 使用する設備又は資機材 

情報収集・伝達 
テレビ、ラジオ、タブレット、ファックス、携帯電話、懐中電灯、電池、携帯

電話用バッテリー 

避難誘導 
名簿（従業員、利用者等）、案内旗、タブレット、携帯電話、懐中電灯、携帯用

拡声器、電池式照明器具、電池、携帯電話バッテリー、ライフジャケット 

施設内の一時避難 水（１人あたり 9ℓ）、食料（１人あたり 9 食分）、寝具、防寒具 

衛生用品 おむつ、おしりふき、タオル、ウェットティッシュ、マスク、ゴミ袋 

医薬品 常備薬、消毒液、包帯、絆創膏、体温計 

その他 ブルーシート、発電機、蓄電池、延長コード、ポリバケツ など 

 

２－７ 防災教育・訓練の実施について 

職員等が平常時から備えるべきことや分担して協力すべき対策について、また避難する際に注意す
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べきポイントなどを確認するため、防災教育・防災訓練に取り組みます。 

①防災教育 

 ・施設の立地条件、避難経路、過去の災害の周知 

 ・収集する情報及び収集方法、伝達方法 

 ・避難確保計画の内容の周知 

②防災訓練 

 ・情報収集及び伝達訓練 

 ・避難訓練（資機材の取扱い訓練含む） 
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３ 土砂災害編                           

３－１ 土砂災害の危険性 

土砂災害は大雨や地震等が引き金となり、がけ崩れや土石流、地すべりなどを生じさせ、いったん

発生すると人命に関する危険性が高く、各地で大きな被害をもたらしています。 

それぞれの特徴は以下のとおりです。 

①がけ崩れ 

がけの地面に水がしみこみ、弱くなった斜面が突然、瞬時に崩れ落ちま

す。大雨だけでなく、地震により発生する場合もあります。その様子に充分

に注意して、危険を感じたらすぐに避難することが必要です。 

 

 

②土石流 

谷や斜面にたまった土・石・砂などが、豪雨や長雨による水と一緒に一気

に流れ出します。 

速度が速く、破壊力もあるため、大きな被害をもたらします。流れの急な

川や沢があるところで起こることが多いのが特性です。 

 

③地すべり 

比較的ゆるやかな斜面で、地面のすべりやすい面が地下水の影響などで

ゆっくりと動き出します。 

一度に広い範囲がうごくため、被害が大きく、川をせき止めて、洪水を

引き起こすこともあります。 

 

 

３－２ 避難確保計画の作成主体及び内容 

要配慮者利用施設の所有者又は管理者が避難確保計画を作成します。土砂災害防止法施行規則第５

条の２に基づき、避難確保計画で定めるべき事項は、次のとおりです。 

①土砂災害発生時の防災体制に関する事項 

②土砂災害発生時の避難の誘導に関する事項 

③土砂災害発生時の避難の確保を図るための施設の整備に関する事項 

④土砂災害発生時を想定した防災教育及び訓練の実施に関する事項 

⑤その他、土砂災害発生時の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な措置に関する事項 
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３－３ 土砂災害時の体制 

施設利用者に安全に避難してもらうために、土砂災害が発生する恐れがある場合の防災体制を確立

するとともに、平時から体制ごとの職員等の役割分担を設定しておく必要があります。防災体制は、

活動内容、施設の従業員数、通常業務への影響等を踏まえ、次の内容を参考に、施設の実情に応じて

設定しましょう。 

 

３－３－１ 注意体制 

注意体制の設置の目安となる基準は以下のとおりです。 

・大雨注意報が発表されたとき 

・台風の接近や大雨が予想されるとき 

土砂災害が発生する危険性が高まった際に、素早い対応等ができるように、常に連絡が取れる状態

に保っておく体制です。情報収集を行うなど、実際に活動する場合に素早い体制を確立できるよう準

備します。 

 

３－３－２ 警戒体制 

警戒体制の設置の目安となる基準は以下のとおりです。 

・高齢者等避難（警戒レベル３）が発令されたとき 

・大雨警報（土砂災害）が発表されたとき 

・土砂災害の前兆現象が確認されたとき 

迅速かつ的確な情報収集に努め、利用者の避難行動を開始する体制です。特に、市が発令する高齢

者等避難（警戒レベル３）の情報には十分に注意する必要があります。 

 

３－３－３ 非常体制 

この体制の設置の目安となる基準は以下のとおりです 

・避難指示（警戒レベル４）が発令されたとき 

・土砂災害警戒情報が発表されたとき 

施設全体の避難行動を完了させる体制です。夜間や大雨などで足元が良く見えないなど、屋外への

避難が困難な場合は、がけ等の斜面とは反対側の２階以上の部屋へ移動します。 

 

 

 

 

【土砂災害の前兆現象】 

・地鳴りがする     ・崖に割れ目ができた   ・崖からの水が濁りだす 

・崖の樹木が傾く    ・崖から水が湧き出てきた ・斜面が膨らみだす 

・雨が降っているのに河川の水位が急に下がった   ・崖から小石がパラパラと落ちてくる 等 
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３－３－４ 各体制時の業務内容の例 

災害の状況に合わせて「いつ」、「何を」、「誰が」行うかを明確にしておくことが大切です。 

 体制確立の判断時期 活動内容 対応要員 

注意体制 

以下のいずれかに該当する場合 

・大雨又は台風に関する気象情報発表 

・「大雨注意報」発表 

気象情報等の情報収集 情報収集伝達要員 

警戒体制 

以下のいずれかに該当する場合 

・施設の町名に「高齢者等避難」の発令 

・「大雨（土砂災害）警報」発表 

・土砂災害の前兆現象が確認された場合 

気象予報等の情報収集 情報収集伝達要員 

使用する資機材の準備 避難誘導要員 

家族等への事前連絡 情報収集伝達要員 

周辺住民への事前協力依頼 情報収集伝達要員 

要配慮者の避難誘導 避難誘導要員 

非常体制 

以下のいずれかに該当する場合 

・施設の町名に「「避難指示」の発令 

・「土砂災害警戒情報」発表 

・土砂災害の前兆を確認 

施設内全体の避難誘導 避難誘導要員 

※上記のほか、施設の管理権限者の指揮命令に従うものとする。 

 

３－３－５ 事前休業の判断について 

洪水編の２－３－５を参照してください。 

 

３－４ 情報収集・伝達について 

洪水編の２－４を参照してください。 

 

３－５ 避難誘導について 

土砂災害は突発的に発生することもあり、また大きな破壊力を有するため、施設から出て土砂災害

警戒区域外へ立退き避難（水平避難）を行うことが原則ですが、施設の構造、立地、利用者の状況等

を踏まえて、避難行動を検討することが重要です。 

 

３－５－１ 避難場所の設定 

立退き避難（水平避難）は、土砂災害の発生が予想される時期（時間帯）、避難を完了するまでに要
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する時間等を考慮して避難先を設定します。施設の状況等をもとに、土砂災害警戒区域外に位置する

系列施設や同種類似施設、市が指定した指定緊急避難場所および指定避難所、協力の得られる近隣の

安全な施設等を検討しましょう。 

避難場所の候補は、状況に応じて避難場所を選択できるように、複数の避難場所を検討しておく必

要があります。なお、以下の点についても避難場所の検討の目安です。 

・避難者全員が収容できる十分な広さがある 

・避難経路上に、土砂災害警戒区域等の危険個所がない 

 

３－５－２ 避難経路図の作成 

土砂災害時における避難経路は、施設の地理的条件を考慮する必要があります。土砂災害の避難場

所、避難経路を土砂災害ハザードマップで確認します。 

また、施設が堅固な建物で、がけ等の斜面とは反対側の２階以上かつ土砂災害警戒区域にかか 

らない位置に避難できるスペースがある場合は、そこへ避難すること（屋内安全確保（垂直避難）） 

も検討します。 

避難誘導経路図の作成については洪水編２－５―２を参照してください。 

 

３－６ 避難の確保を図るための施設の整備について 

必要となる資機材の準備については洪水編２－６を参照してください。 

土砂災害に備えた設備等の対策や資機材を使用した対応として、事前からの壁の補強や非常用サイ

レン（屋外設置）の設置といった対策も有効です。 

 

３－７ 防災教育・訓練の実施について 

職員等が平常時から備えるべきことや分担して協力すべき対策について、また避難する際に注意す

べきポイントなどを確認するため、防災教育・防災訓練に取り組みます。 

①防災教育 

 ・施設の立地条件、避難経路、過去の災害の周知 

 ・収集する情報及び収集方法、伝達方法 

 ・避難確保計画の内容の周知 

 ・土砂災害の前兆現象の周知 

②防災訓練 

 ・情報収集及び伝達訓練 

 ・避難訓練（資機材の取扱い訓練含む） 


